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5.7  植物 

植物相の状況、植物の重要な種及び群落を対象として、「工事の実施」及び「土地又は工作

物の存在及び供用」におけるこれらへの影響について、調査、予測及び評価を行いました。 

 

5.7.1  調査手法 

種子植物・シダ植物等（植物相、植生、重要な種及び重要な群落）及び付着藻類（付着

藻類相及び重要な種）について調査しました。 

調査手法、文献及び現地調査により行い、学識者等からの聴取により生育種等の情報に

ついて補いました。 

文献調査の手法は表 5-57 に、調査範囲は表 5-58 に、現地調査の調査方法は表 5-59

に示すとおりです。 

 

表 5-57 植物相及び植生の調査手法（文献調査） 

調査すべき情報 調査手法 調査内容等 

種子植物及び植物に係
る植物相及び生育の状
況 

植物相の状況 
植生の状況 

文献の収集と
整理 

レッドデータブック、レッドリ
スト、河川水辺の国勢調査結果
等を収集し、調査すべき情報に
ついて整理しました。 植物の重要な種及び群

落の分布、生育の状況及
び生育環境の状況 

重要な種及び群落の分布 
重要な種、群落の生育の状況 
重要な種及び群落の生育環境
の状況 

 

表 5-58 調査範囲 

対象 調査地域及び予測地域 

陸上植物及び大型
水生植物 

陸域の植物の調査範囲は、「ダム事業における環境影響評価の考え方」（平成 12 年 3
月）に基づき、事業実施区域の境界から 500m を目安に設定しました。 

下流河川における
付着藻類 

下流河川は、「ダム事業における環境影響評価の考え方」（平成 12 年 3 月）による
と、ダム集水域の 3 倍程度になる本川又は主要な支川との合流点付近までを範囲と
することになります。 
本事業における下流の調査範囲は、銅山川合流前までとしています。なお、銅山川
合流前までの流域面積（1,162km2）は、早明浦ダムの流域面積（417km2)の 2.8 倍に
あたります。 

 

表 5-59 植物相の調査方法、調査期間 

項目 調査方法 調査期間 

植物相 

任意踏査 【秋季】平成 30 年 10 月 17 日～19 日 
【春季】平成 31 年 4 月 10 日 
    令和元年 5 月 7 日～8 日 
【夏季】令和元年 8 月 8 日～8 月 9 日 

植生 
植生分布調査 
群落組成調査 

【秋季】平成 30 年 11 月 14 日～15 日 

付着藻類 

定量採集 【秋季】平成 30 年 10 月 15 日～18 日 
【冬季】平成 31 年 2 月 27 日～3 月 1 日 
【春季】令和元年 5 月 13 日～14 日 
【夏季】令和元年 7 月 8 日～10 日・8 月 25 日 
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図 5-35(1) 植物相及び植生の調査範囲 
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図 5-35(2) 植物相及び植生の調査範囲 

Ⅰ 

Ⅲ 

Ⅱ 

Ⅳ 
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5.7.2  調査結果 

（1）植物相 

植物相の調査結果は、表 5-60 に示すとおりです。 

事業実施区域及びその周辺における現地調査で確認された種のうち、「高知県レッドリス

ト(植物編)2020」等に掲載されている種を重要な種として選定しました。その結果、植物

52 種が該当しました。 

また、重要な植物群落は確認されませんでした。 

 

表 5-60 現地調査における確認種類数 

項目 
文献調査 現地調査 

重要な種の数 
科数 種類数 科数 種類数 

種子植物・シダ植物 158 1、105 136 666 52 種 

付着藻類 61 416 16 75 なし 

注）重要な種の選定根拠は、以下のとおりです。 
（１）「文化財保護法」(昭和 25 年法律第 214 号)、「高知県文化財保護条例」(昭和 36 年

高知県条例第 41 号)に基づき指定された天然記念物 
（２）「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」(平成 4 年法律第 75 号)

に基づき定められた国内希少野生動植物種 
（３）「環境省レッドリスト 2020」(令和 2 年 3 月 27 日報道発表資料)の掲載種 
（４）「高知県希少野生動物保護条例(平成 17 年高知県条例第 78 号)」(平成 27 年 2 月 24

日改正)に基づき指定された希少野生動植物 
（５）「高知県レッドリスト(植物編):2020 年改訂版」の掲載種 

 

（2）植生 

事業実施区域及びその周辺における現存植生図は図 5-36 に示すとおりです。 

主な植生として、スギ・ヒノキの植林が大部分を占めています。 
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図 5-36 現存植生図 

空中写真提供：国土交通省四国地方整備局四国山地砂防事務所 
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5.7.3  予測手法 

（1）影響要因と想定される環境への影響 

予測対象とする影響要因と環境影響の内容は表 5-61 に示すとおりです。 

影響要因は、「工事の実施」と「土地又は工作物の存在及び供用」に区分し、「直接改変」

と「直接改変以外」に分けて検討しました。 

「直接改変」による影響については、事業実施区域と植物の重要な種の確認地点を重ね

合わせることにより、植物の重要な種の生育環境の変化の程度及び植物の重要な種への影

響を予測しました（図 5-37）。 

なお、「直接改変」による生育地の消失又は改変については、「工事の実施」と「土地又

は工作物の存在及び供用」のいずれの時点において生じる影響であっても、植物の生育個

体の枯死や生育基盤の消失という観点からは違いはないと考えられるため、「工事の実施」

と「土地又は工作物の存在及び供用」には分けずに予測しました。 

直接改変以外の環境影響としてあげた改変部付近の環境の変化による影響は、陸上植物

のうち主に樹林地に生育する種を予測の対象としました。ここでいう改変部付近とは、道

路が周辺の自然環境に及ぼす影響に関する研究報告※１に基づき直接改変区域から約 50m

としました。 

「工事の実施」及び「土地又は工作物の存在及び供用」における早明浦ダム下流の吉野

川の水質、河床及び流況の変化による影響は、生活史の全てまたは一部を下流河川に依存

して生育する種を対象としました。 

 

（2）予測対象種と予測時期 

予測対象種は、文献及び現地調査で確認された重要な種のうち、調査地域を主要な生育

地としない種を除く 13 種としました。 

予測時期は、「工事の実施」については事業実施区域内の「直接改変」される区域が全て

改変された状態である時期とし、「土地又は工作物の存在及び供用」については、早明浦ダ

ム再生事業が完了し、管理が開始された時期としました。 

 

 

※1 道路建設による周辺植生への影響－ 総説－ （亀山章著応用植物社会学研究 5） 
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表 5-61 予測対象とする影響要因と環境影響の内容 

影響要因 環境影響の内容 

工
事
の 
実
施 

・放流施設の増設等工事 
・工事用道路の設置の工事 
・建設発生土の処理の工事 

直接改変※1 
生 育 地 の 消 失
又は改変 

事業実施区域と植物の重要な種の確認地
点を重ね合わせることにより、植物の重要
な種の生育環境の改変の程度及び植物の
重要な種への影響を予測しました。 

直接改変 
以外※2 

改 変 部 付 近 の
環境の変化 

陸上植物のうち主に樹林地に生育する種
を予測の対象としました。 
直接改変に伴う生育環境の変化の影響が
及ぶと想定される改変部付近は直接改変
区域から約 50m 以内としました。 

水質の変化 

早明浦ダム下流の吉野川の水質の変化に
よる影響は、生活史の全てまたは一部を下
流河川に依存して生育する種を対象とし
ました。 

土
地
又
は
工
作
物
の
存
在
及
び
供
用 

・導流壁及び減勢工等の存在 
・道路の存在 
・建設発生土受入地の存在 
・再生事業後の供用 

直接改変※1 
生 育 地 の 消 失
又は改変 

直接改変による生育地の消失又は改変と、
直接改変以外による改変部付近の環境変
化は、「工事の実施」と「土地又は工作物の
存在及び供用」のいずれの時点において生
じる影響であっても、植物の生育基盤の消
失又は改変、並びに変化という観点からは
違いはないと考えられるため、「工事の実
施」と「土地又は工作物の存在及び供用」
には分けずに予測しました。 

直接改変 
以外※2 

改 変 部 付 近 の
環境の変化 

水質の変化 

早明浦ダム下流の吉野川の水質の変化に
よる影響は、生活史の全てまたは一部を下
流河川に依存して生育する種を対象とし
ました。 

河 床 材 料 の 変
化 

早明浦ダム下流の吉野川の河床材料の変
化による影響は、生活史の全てまたは一部
を下流河川に依存して生育する種を対象
としました。 

※1 「直接改変」では、土地の改変等のような生育環境の直接的な改変による影響を対象にしました。 
※2 「直接改変以外」では、土地の改変に伴う林縁環境の出現による影響のような、生育環境の直接的な

改変以外の影響を対象にしました。 
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図 5-37 植物の重要な種への影響予測の手順 

5.7.4  予測結果 

植物の重要な種の事業による影響の予測は、表 5-62 に示すとおりです。 

 

表 5-62 植物の重要な種の事業による影響の予測 

区分 予測結果の概要 
環境保全措置 

の検討※1 

直接改変 カンアオイ属の一種 植物の重要な種のうち、カンアオイ
属の一種は生育が確認された地点
の 67%が改変されます。 

〇直接改変する個体
を影響の想定されな
い箇所に移植する 

カワヂシャ カワヂシャは生育が確認された地
点の 33%は改変されます。カワヂシ
ャは一年生草本であり、毎年生育地
が変わります。また攪乱によって新
たにできた裸地等に、埋土種子から
一斉に発芽、生育する特性があるた
め、直接改変による影響は小さいと
考えられます。 

－ 

上記以外 
ナンカイアオイ、サカワサイシ
ン、ユキモチソウ、シラン、ゴシ
ョイチゴ、サトメシダ、ショウ
ブ、ヒナラン、タコノアシ、イズ
ハハコ、アキノハハコグサ 

生育が確認された地点は直接改変
範囲に位置しない、又は一部が改変
されても周辺の予測地域内に多く
の生育地点が残されることから、影
響はない又は小さいと考えられま
す。 

－ 

直接改変
以外 

全種 植物の重要な種は、改変部付近の環
境変化に伴う生育環境の変化は小
さいと考えられます。 

－ 

※1 「－」は環境影響予測の結果、影響は小さいと考えられるため、環境保全措置の検討を行わない項目を示します。 
 

現地確認無、もしくは確認位置
不明

自然的状況の調査範囲内で確認された重要な種

調査地域内を主要な生育域と
しない種

予測対象外

Yes

No
専門家助言

専門家助言

生育個体（確認地点）の
多くが改変される

生育個体（確認地点）の
多くが残される

生育個体（確認地点）は改変されない

確認地点と事業計画(直接改変区域)
との重ね合わせ

調査地域における生育状況の把握

現地における確認情報 文献による生態情報

植栽・逸出個体と
判断された種

植栽・逸出個体と
判断された種

ダム

直
接
改
変
区
域 

生育地点

ダム

直
接
改
変
区
域

生育地点

ダム 

直
接
改
変
区
域 

生育地点 

予測対象外

専門家助言 専門家助言

Yes

No

専門家助言
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5.7.5  環境保全措置の検討 

事業により影響を受けると予測された重要な種１種については、環境保全措置を検討し

ました。環境保全措置の内容は表 5-63 に示すとおりです。 

 

表 5-63 植物の環境保全措置 

種 環境影響 環境保全措置の方針 環境保全措置の概要 

カンアオイ属
の一種 

「直接改変」
に よ り 個 体
が 消 失 す る
と 予 測 さ れ
ます。 

工事の直前に生育状況を確認
し、生育個体を確認した場合
には、移植等を行い種及び個
体の保全を図ります。 

生育状況を調査し、必要に応じて移植等
の措置を講じます。生育適地を選定する
とともに、生態等を踏まえ設定する移植
適期に実施します。移植にあたっては、
学識者等の指導に基づき行うものとしま
す。また移植等の措置を講じた後、モニ
タリング調査で効果の把握を行い、必要
に応じて是正措置を実施します。 

 

5.7.6  配慮事項 

環境保全措置の対象となっていない重要な種については、事業による影響は小さいと考

えられますが、表 5-64 に示す配慮事項を実施し、さらに影響の低減を図ります。 

 

表 5-64 配慮事項 

配慮事項 配慮事項の内容 

①直接改変範囲内の
重要な植物の移植 

環境保全措置の対象外であっても、直接改変によって個体が消失する重要な植物
は移植対象とします。 
対象：ナンカイアオイ、サカワサイシン、ユキモチソウ、シラン、ゴショイチゴ 

②外来種への対応 工事箇所の出入りにおけるタイヤ洗浄等を行う等、外来種を持ち込まないように
留意します。 

③残存する生育環境
の攪乱に対する配慮 

改変区域周辺への工事関係者立ち入り制限。とくにヒナランは工事箇所に近いた
め、生育するコンクリート壁をマーキングし、改変しないように十分配慮します。 

 

5.7.7  評価の結果 

植物については、植物の重要な種について調査、予測を実施しました。 

その結果、カンアオイ属の一種については直接改変による影響を受けると予測されたた

め、工事の直前に生育状況を調査し、移植が必要な場合には生育適地に移植等を行い種及

び個体の保全を図ります。 

また、環境配慮として、環境保全措置の対象外とした重要種についても、直接改変によ

って消失する個体は移植することとしました。さらに外来種への対応、残存する生育環境

への配慮も行うこととしました。 

以上のことから、植物に係る環境影響が事業者の実行可能な範囲内でできる限り低減さ

れると判断しています。 


